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方法には、SCAT（Steps for Coding And 
Theorization）を用いる。 
 
本研究の進捗、課題および成果 
〇本研究の進捗 
① 長野県にある国のCSならびに地方版CSの内、
成果が上がっている学校を抽出した 
② 長野県内で成果の上がっているCSの特徴を
明らかにした 
③ 長野県内で成果が上がっているCSの関係者
が抱く当事者意識を質的に分析した 
〇本研究における今後の課題 
① CSの関係者が抱く当事者意識とCSの成果と
の相関を明らかにすること 
② CSの関係者が連携・協働するための効果的な
仕組みを帰納的に導出すること 
〇本研究の成果 
① これまで十分に着目されてこなかったCS関
係者の当事者意識にスポットライトを当て、（主 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 としてトップダウン型）CSの成果の底上げを図
るための方策を提示した 
② 当事者意識の醸成は、Society5.0や少子高齢
社会における「地域運営組織（総務省）」、「地域
包括ケアシステム（厚労省）」、「地域防災計画（国
交省）」、「地域経済活性化（経産省）」、「小さな
拠点づくり（まち・ひと・しごと創生会議）」等
の研究にも一定の示唆を与えうるものである 
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